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地域特性からみる初婚年齢上昇一有配偶出生力低下のメカニズムの解明(第３報)

　　　　　　　　　　　　出生動向に影響を及ぼす要因分析

　　　　　　　○山下美紀＊,赤尾泰子＊＊,正保正恵＊3,山田知子＊4,渡辺広二＊5

(＊ノートルダム清心女子大学＊＊四国大学＊3福山市立女子短大＊4比治山大短大*5鳴門教育大学)

目的：本報告は、初婚年齢が低く出生力が高い地域(H 地域)と初婚年齢が高く出生力が

低い地域(Ｌ地域)における出生動向に影響を及ぼしている要因について言及するものであ

る。とくに各地域の特性(例えば制度や設備の状況や準拠集団の拘束力など)から出生動向を

探り、｢子どもを産む、産まない｣あるいは｢何人子どもを産むか｣といった人びとの出産

行動を規定する要因の分析に狙いを定めている。

方法：出生力に影響を及ぼす要因を探るために、｢理想の子ども数｣と「実際の子ども数｣

を被説明変数とし、属性(性別、年齢、学歴など)、世帯収入、親との同居実態、性別役割分

業観、結婚の有無、本人および地域の結婚観、結婚に対する干渉、問題点、適齢規範、支

援整備状況、地域のつながりおよび満足度、本人および地域の子ども観、出産に対する干

渉、問題点、子育て協力、などを説明変数に設定し、一括投入方式の重回帰分析を行った。

結果：変数を指標化するために、子ども観に関する10項目および子どもを持つ上での問題

点に関する15項目を主因子法、バリマックス回転により、因子分析を行った結果、子ども

観については｢伝統的子ども観｣｢現代的子ども観｣の２因子、問題点については｢子育て遂行

上のデメリット｣｢周囲の状況との不調和Ｎ子育て環境上の問題点｣の３因子が抽出された。

次にこれらの因子を用いて、理想の子ども数に及ぼす影響の要因を探ったところ、Ｈ地域

では実際の子ども数や親戚の規範が、またＬ地域では職場や地域の規範や干渉、子育て環

境上の問題点などが影響していた。また実際の子ども数については、H 地域では伝統的子

ども観や理想の子ども数が、Ｌ地域では婚姻年齢が影響していることが明らかになった。

2Bp-4 デンマークの出生率上昇と生活構造(1)調査の概要と基本的社会背景
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　（＊■東洋英和女学院大学*'日本女大・通信＊町言州大学＊-東京家政大･非）

＜目的＞デンマークでは1960年代半ばから低下の一途であった出生率が、83年の1.37を底に

上昇に転じ、95年には1.8にまで回復した。この出生率上昇の原因を明らかにし、どのようにな

れば日本でも出生率が上がるのかを検討することを目的した。注目したのは、人々の意識や生活

文化、経済、生活時間、教育、および出産・育児と仕事の両立を支える社会的支援の諸制度など

である。

＜方法＞1999年夏にデンマークのOdennse, BogenBse, Helsingﾀrの３市で現地調査を実施した。

保育園・幼稚園、国民学校、学童保育所、市役所、労働委員会、企業への訪問、12家族への聞

き取り調査、ホームステイを行った。また、統計データや文献の収集・分析、簡単な質問紙調査

の他、デンマーク社会に詳しい日本人への聞き取り調査も行った。

　＜結果＞デンマークの出生率上昇の基本的社会背景には、①約30年前のベビーブーム期に生

まれた男女が子をもつ時期にある、②経済の好況で失業率が下がり、収入の伸び率も消費者物価

の上昇率を上回っている、③76年に生活支援法が施行され子育てと仕事を両立させやすくなっ

た、即ち人口構造、経済状況、社会政策がある。だが、④家族単位の生活や行事を大切にする価

値観や習慣、⑤子供の精神的・経済的自立と離家が早い、⑥幼い頃から自由が保障され、かつ他

者との協調を学ぶことで「大人としての心性」が獲得される、といった文化的基盤があることも

見逃せない。これらはいずれも結婚や出産に親和的である。こうした文化を欠く日本で出生率を

高めるには、子育て支援策を充実させるだけでなく、家庭生活・子育てのおり方やそれに関連す

る教育・労働政策も見直す必要がある。
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